
 

 

 

 

 

 

 

 

【提案・要望先】総務省 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
  

(1) 地方交付税総額等の確保・充実 
○ 地方の安定的な財政運営に必要な地方一般財源総額の確保、ならびに地方交付税

総額の確保・充実および臨時財政対策債の廃止 

○ 公有民営化した鉄道線に係る地方財政措置の拡充 

○ 緊急浚渫推進事業債の事業期間の延長 

○ 資材価格等の高騰を踏まえた過疎対策事業債等の増額 

(2) 税収帰属の適正化に向けた地方税制改革 
○  近年の技術革新を踏まえた法人事業税分割基準の見直し 

○ デジタル課税に係る新たな地方法人課税制度の検討 

(1) 地方交付税総額等の確保・充実 

○ 社会保障関係費の増嵩や子ども施策の強化等の地方財政の現状を踏まえ、令和７年

度以降も地方一般財源総額は、地方の安定的な財政運営に必要となる額を確実に確保

するとともに、地方交付税の法定率の引上げや臨時財政対策債の廃止を含めた抜本的

改革等、地方交付税総額の確保・充実が必要 

○ 特に、教師の処遇の抜本的改善のための教職調整額の引き上げ等に伴う財政需要

の増加分については、地方に対する適切な財政措置が必要 

○ 鉄道線は、道路等と同様、欠かすことのできない重要な社会インフラであること

から、公有民営化した鉄道線に係る地方財政措置の拡充が必要 

○ 緊急浚渫推進事業債については、頻発する自然災害の状況等を踏まえて、今後も

継続的な対策が必要であることから、事業期間の延長が必要 

○ 資材価格等の高騰による建設事業費の上昇が続く中、該当市町が過疎地域持続的

発展市町村計画や辺地に係る総合整備計画に基づき事業を確実に実施できるよう、

地方債計画において過疎対策事業債および辺地対策事業債の増額がなおも必要 

(2) 税収帰属の適正化に向けた地方税制改革 

○ 近年の工場等の生産現場における技術革新の状況を踏まえ、事業活動の規模など

を反映できるよう製造業に係る法人事業税の分割基準を見直すことが必要 

○ デジタル課税に係る新たな国際ルールの制定が急務であるが、日本帰属の法人の

利益が増加する場合は、国税のみならず、地方税にも適切に反映させることが必要 

２．提案・要望の理由 

１．提案・要望内容 

 必要な行政サービスを提供し続けるために、必要な財政需要には適切に対応しつ

つ、持続可能な地方税財政基盤を確立し、次世代へ引き継ぐ。 

持続可能な地方税財政基盤の確立 
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(1) 地方交付税総額等の確保・充実 

○ 本県は、「滋賀県行政経営方針2023-2026」を定め、歳入・歳出両面から収支改善

に取り組んでいるが、社会保障関係費が年々増加する上、子ども施策の強化や公共

施設の老朽化対策など、拡大する行政需要にも適切に対応するため、地方税財源の

確保・充実が不可欠である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 公有民営化した鉄道線において、施設整備等については、一定の地方財政措置が

講じられているが、日常の運行点検等の運営経費についても負担となっており、持

続的、安定的に鉄道事業を運営するためには、道路や河川等と同様、線路延長を基

にした算定による交付税措置など、地方財政措置の拡充が必要である。 

○ 緊急浚渫推進事業債を活用し、計画的に浚渫や樹木等の伐採を行い、河川氾濫な

どの浸水被害の防止対策を進めてきたが、近年の豪雨による土砂流出・堆積が増加

しており、継続的な対策のため、事業期間の延長が必要である。 

※活用実績・予算額（Ｒ２～Ｒ６） 県：約８７億円 市町：約６億円 

○ 資材価格や労務単価の高騰により、該当市町が実施する建設事業費が増嵩してい

ることから、資材価格等の動向に応じた過疎対策事業債等の増額が必要である。 

(2) 税収帰属の適正化に向けた地方税制改革 

○ 工場等の生産現場では、ＩｏＴや自動化の推進による設備投資の増加に伴い、現

場の就業者は減少傾向にある。本県でも工場等の生産設備の自動化の動きが顕著で

あり、特に「従業者数」のみを分割基準とする製造業の法人事業税の分割基準につ

いて見直す必要がある。 

 

 
 

○ ＯＥＣＤを主体に、既存の国際課税原則で捕捉が困難な巨大ＩＴ企業に対する国

際的な課税のルール制定(デジタル課税)が進められているが、地方の消費活動等の

実態に応じ、税収が地方に適切に配分される仕組みの検討が必要である。 

（本県の取組状況と課題） 

担当：(1) 総務部財政課財政企画係／市町振興課財政係 TEL 077-528-3182／3237 
(2) 総務部税政課企画管理係   TEL 077-528-3211 

（単位：億円）
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要望内容：製造業の分割基準において、近年の製造業の状況を踏まえたものとし、例えば 1/2

を従業者数、1/2 を有形固定資産額を用いるなど、制度的な見直しを図ること 

要望内容：デジタル課税においては、税収が都市部に偏在しないよう、地方の消費活動等に応

じて適切に配分される地方税制度（法人課税）の仕組みを検討いただきたいこと 
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